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日本のエネルギー政策の決め方
★２０２１年 エネルギー基本計画

３０年度の電源構成 再エネ ３６～３８％

原子力 ２０～２２％ （前と変わらず）

石炭 １９％

天然ガス ２０％

石油 ２％

アンモニア １％

（＋）

温室効果ガスの排出削減

２０１３年度比 – 46%（50%目指す）
(
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基本計画：総合資源エネルギー調査会基本政策分科会

２０２１年 ７／２１

再生エネ３０年度３６～３８％ 脱炭素へ主力化、火力削減

原発は２０～２２％維持 経産省、基本計画案

２０２１年 ８／４

脱炭素へ「再生可能」拡大 エネ計画修正案、了承

１０月までに閣議決定

２０２１年 １０／２２

脱炭素へ再エネ倍増 ３０年度、原発は目標維持

政府、基本計画を決定 火力依存から脱却

＜大筋はほとんど変わらず＞
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基本計画：総合資源エネルギー調査会基本政策分科会

経産省が指名する委員

意見を順番に述べるだけ

役所の文書が議論の基礎に

国会の関与の不在

市民の意見表明はパブコメだけ

舞台裏で既得権益の調整

↓
ＢａＵの政策の継続

Transformative change にはほど遠い
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★ＧＸの原発最大限活用

２０２２年７月２７日
脱炭素２０兆円、年内工程表 国債発行、担当相萩生田氏
ＧＸ実行会議初会合
岸田文雄首相は原発再稼働などについて「次回の会議で
政治の決断が求められる項目を明確に示してもらいたい」と指示
２０２２年８月２４日
原発新増設へ方針転 次世代型、７基追加再稼働
運転期間６０年超に延長も 首相「政治判断必要」
２０２２年１２月２２日
原発最大限活用、政策転換 次世代型で建て替えへ
運転期間６０年超に延長 官民で脱炭素１５０兆円
＜審議会の議論すらなし・市民のインプットの機会もなし＞
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内容も決め方も間違っている

・原発のＧＸ利用＆再エネの抑圧：大きい既得権益への配慮

・火力発電の温存／アンモニア利用：既得権益への配慮

・進まない系統への投資：費用負担を避けて通る

・まったく変わらない原子力政策

コストの高騰・再処理路線の破綻・たまり続ける使用済み燃料

決まらない高レベル廃棄物処分・進まない再稼働

２０～２２％＠３０年度は不可能なのに・・・

・核燃料サイクルの呪縛

ＳＦの持ち出しの「約束」、六カ所は最終処分場にしない「約束」

中間貯蔵施設を見つけますの「約束」・・・・
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内容も決め方も間違っている

「審議会」での形式的な議論

民主的な政策決定の不在／さらに強まる「非民主性」

科学的な政策決定の不在／御用学者の存在

メディア報道にも問題／記者クラブ＆御用記者の存在在

経産省によるバイアスのかかった情報提供

海外の情報へのアクセス不足／深まる内外ギャップ

NGO／在野の研究者への無関心・・・
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• @ We support the IAEA’s independent review to ensure that the 

discharge of Advanced Liquid Processing System (ALPS) treated water 
will be conducted consistent with IAEA safety standards and 
international law and that it will not cause any harm to humans and the 
environment, which is essential for the decommissioning of the site and 
the reconstruction of Fukushima.

• @我々は、同発電所の廃炉及び福島の復興に不可欠である多核種除
去システム（ALPS）処理水の放出が、IAEA 安全基準及び国際法に整合
的に実施され、人体や環境にいかなる害も及ぼさないことを確保するた
めの IAEA による独立したレビューを支持する。

• @ 私たちは、先進液体処理システム（ALPS）処理水の排出がIAEAの安
全基準と国際法に沿って実施され、廃炉と福島の復興に不可欠な人体
や環境に害を及ぼさないことを確認するため、IAEAの独立審査を支持
する。

http://anti-hibaku.cocolog-nifty.com/.../06/post-bc4644.html


